
将来の公共施設の在り方を考える第一ステップとして、
市が保有する施設の現状や課題をさまざまな角度から整
理・分析した「旭市公共施設白書」を作成し
ました。
　旭市公共施設白書は、市ホームページの
ほか、市図書館、各公民館図書室で見るこ
とができます。
行政改革推進課行政改革推進班(☎62-5345)

　今号から始まる「みんなで考える未来の公共施設」。こ
のシリーズでは、今後、公共施設の抱える課題について、
分かりやすく発信していきます。

　市は高度経済成長期以降、さまざまな市民ニーズに対
応するため、学校や公民館などの施設を整備してきまし
た。これらの施設は、学習の場、交流の場、手続きを行
う場など、市民生活を支える大切な役割を担っています。
しかし現在、施設の半数近くが建築後30年以上を経過
し（右表）、老朽化も進んでいます。近い将来には更新時
期を迎えるため、維持更新の費用が大きな負担になるこ
とが予想されます。また人口減少や少子高齢化の進展な
ど、公共施設を取り巻く環境も大きく変わろうとしてい
ます。
　このようなことから、未来へ続く旭市の姿を見据え、

みんなで考える
未来の公共施設

第１回

  なぜ、今公共施設が問題なのか？

市保有公共施設の建築後の経過年数

10 年以内
15％

11～20年
19％

21～30年
20％

31～40年
26％

41～50年
19％

51年以上　1％

築30年超建物
46％

　
市
役
所
本
庁
舎
は
完
成
か
ら
50
年
が
経
過
し
、
老
朽
化
と
耐
震
不
足
が
問

題
と
な
っ
て
お
り
、
市
で
は
庁
舎
の
建
て
替
え
を
計
画
し
て
い
ま
す
。

　
そ
こ
で
新
庁
舎
の
建
設
位
置
決
定
に
向
け
、
各
候
補
地
の
位
置
や
敷
地
条

件
な
ど
を
比
較
検
討
す
る
た
め
の
「
新
庁
舎
建
設
位
置
の
検
討
」
を
公
表
し
、

皆
さ
ん
か
ら
の
意
見
を
募
集
し
ま
す
。

意
見
の
募
集
内
容

　
「
新
庁
舎
建
設
位
置
の
検
討
」
に

つ
い
て

提
出
で
き
る
人

●
市
内
に
住
所
を
有
す
る
人

●
市
内
に
事
務
所
ま
た
は
事
業
所
を

有
す
る
個
人
お
よ
び
法
人
そ
の
ほ

か
の
団
体

●
市
内
の
事
務
所
ま
た
は
事
業
所
に

勤
務
す
る
人

●
市
内
の
学
校
に
通
学
す
る
人

●
募
集
す
る
内
容
に
直
接
的
な
利
害

関
係
を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
人

募
集
期
間

　
８
月
15
日

（金）
〜
９
月
５
日

（金）

「
新
庁
舎
建
設
位
置
の
検
討
」
資
料
、

意
見
の
記
入
様
式
の
配
布
場
所

　
総
務
課
、
各
支
所
住
民
室

※
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
も
ダ
ウ
ン

ロ
ー
ド
で
き
ま
す
。

提
出
方
法

　
記
入
様
式
「
旭
市
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ

メ
ン
ト
手
続
に
関
す
る
意
見
」
に
住

所（
市
外
か
ら
の
在
勤
・
在
学
の
人

は
、
勤
務
先
ま
た
は
通
学
先
の
名

称
・
所
在
地
）、
氏
名
、「
新
庁
舎
建

設
位
置
の
検
討
」
に
対
す
る
意
見
と

そ
の
理
由
を
記
入
し
、
持
参（
土
・

日
曜
日
を
除
く
）、
郵
送（
締
め
切
り

日
の
消
印
有
効
）、
フ
ァ
ク
ス
、メ
ー

ル
の
い
ず
れ
か
で
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。

※
電
話
で
の
意
見
の
受
け
付
け
は
行

い
ま
せ
ん
。
ま
た
提
出
さ
れ
た
意

見
の
原
稿
は
返
却
し
ま
せ
ん
。

意
見
に
関
す
る
考
え
方
の
公
表

　
受
け
付
け
を
し
た
意
見
は
類
型
化

し
、
こ
れ
に
対
す
る
市
の
考
え
方
を

付
し
て
、
個
人
が
特
定
で
き
な
い
よ

う
に
し
た
上
で
公
表
し
ま
す
。

※
個
別
に
は
回
答
し
ま
せ
ん
。

提
出
・
問
い
合
わ
せ
先

〒
２
８
９
‐
２
５
９
５

旭
市
ニ
の
１
９
２
０

総
務
課
新
庁
舎
建
設
班

☎
62
‐
５
３
９
０

63
‐
４
９
４
６

shinchosya@
city.asahi.

lg.jp

意見募集

老朽化が進む市役所本庁舎

新
庁
舎
の
建
設
位
置
決
定
に
向
け

「
皆
さ
ん
の
声
」
を

聴
か
せ
て
く
だ
さ
い
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　市の保有する公共施設の総延べ床面積は、21.3万㎡
(旭中央病院を除く)あります。
　現在市内には、耐用年数を経過した施設が1.5万㎡存
在し、これから耐用年数を迎える施設は年々増加して
いきます。今後、20年以内に耐用年数を迎える施設は、
12.5万㎡と施設全体の６割近くに及びます（表１）。
　公共施設を機能分類別に比較すると、学校教育施設が
５割を占めていることが確認できます（表２）。また１市
３町が合併したことで、類似機能の小規模施設が多数存
在している実情があります。
　公共施設の大量更新時期は、近い将来確実に到来しま
す。これからの安全性確保に向けた適切な対応が求めら
れます。
行政改革推進課行政改革推進班(☎62-5345)

みんなで考える
未来の公共施設

第２回

　
国
民
年
金
基
金
は
、
自
営
業
な
ど
の
人
が
ゆ
と
り
あ
る
老
後

を
過
ご
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
、
国
民
年
金
に
上
乗
せ
の
給

付
を
行
う
制
度
で
す
。

　

　
こ
れ
に
よ
り
、
国
民
年
金
も
厚
生
年
金
な
ど
と
同
じ
「
二
階

建
て
」
に
な
り
、
よ
り
豊
か
な
老
後
の
生
活
設
計
が
可
能
に
な

り
ま
す
。

加
入
条
件
は

　
県
内
に
住
民
登
録
が
あ
り
、
次
の

い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
人
が
加
入
で

き
ま
す
。

①
20
歳
以
上
60
歳
未
満
の
国
民
年
金

第
１
号
被
保
険
者
で
保
険
料
を
納

め
て
い
る
。

②
60
歳
以
上
65
歳
未
満
で
、
国
民
年

金
に
任
意
加
入
し
て
保
険
料
を
納

め
て
い
る
。

制
度
の
仕
組
み
は

●
１
口
か
ら
加
入
で
き
ま
す
。
１
口

当
た
り
の
掛
け
金
は
、
加
入
時
の

年
齢
お
よ
び
性
別
で
決
ま
り
ま
す
。

１
か
月
の
掛
け
金
が
６
８
、０
０
０

円
以
内
な
ら
何
口
で
も
加
入
で
き

ま
す
。

●
受
け
取
る
年
金
月
額
は
、
35
歳
ま

で
に
加
入
し
た
人
で
、
１
口
目
は

２
０
、０
０
０
円
、
２
口
目
以
降

は
１
口
当
た
り
１
０
、０
０
０
円

で
す
。

●
掛
け
金
は
、
全
額
社
会
保
険
料
控

除
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

〈
注
意
事
項
〉

　
次
に
該
当
す
る
人
は
加
入
で
き
ま

せ
ん
。

●
国
民
年
金
保
険
料
の
免
除
や
猶
予

な
ど
を
受
け
て
い
る
人

●
海
外
に
居
住
し
、
国
民
年
金
に
任

意
加
入
し
て
い
る
人

●
農
業
者
年
金
に
加
入
し
て
い
る
人

●
付
加
年
金
に
加
入
し
て
い
る
人

「
国
民
年
金
基
金
」
で

国
民
年
金
に
ゆ
と
り
を
プ
ラ
ス

市の保有する公共施設の現況

（表１）耐用年数を迎える施設面積

（表２）機能分類別延べ床面積比較

学校教育施設
51％

市営住宅
10％生涯学習施設 7％

スポーツ施設 6％

市庁舎 6％

保育所・児童施設 5％
医療・保健・福祉施設 4％

消防・防災施設 3％
産業施設 2％ その他施設 6％

よ
り
豊
か
な
老
後
の
た
め
に

申
し
込
み
・
問
い
合
わ
せ
先

千
葉
県
国
民
年
金
基
金

０
１
２
０
‐
６
５
４
１
９
２

☎
０
４
３
‐
２
２
１
‐
６
３
７
０

二階建ての仕組み

国民年金
（老齢基礎年金）

国民年金
（老齢基礎年金）

厚生年金

厚生年金基金など
国民年金基金

上
乗
せ
部
分
共
通
部
分

自営業や
フリーで働く人

サラリーマンなど

耐用年数を
経過した施設

（万㎡）

今後 10年以内に
耐用年数を迎える施設
今後 11～20年以内に
耐用年数を迎える施設

0 1 2 3 4 5 6 7

12.5万㎡
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　私たちは将来に向けて、人口減少や少子高齢社会に見
合った施設の在り方や、限られた財源の中で施設を維持
更新していかなければならないことを、今から真剣に考
えていく必要があるのです。
行政改革推進課行政改革推進班(☎62-5345)

　旭市の人口は微増を続け、平成７年に7.1万人のピー
クを迎えましたが、その後は減少に転じ、今から10年
後の平成37年には6.1万人に、25年後の平成52年には
5.2万人になると予測されます。
　平成37年の予測では、総人口は昭和45年と同じでも
人口構成が大きく異なることが確認できます（右表）。将
来人口を世代別に見ると、高齢者人口が増加し、生産年
齢人口と年少人口が大きく減少していきます。
　社会を支える世代である生産年齢人口が減少すること
は、経済全体の縮小、市の税収の減少に結び付くことが
想像できます。一方で、少子高齢社会に対応するための
費用は、今後も増えていくことが予想されます。
　このような社会背景の下で、昭和40～50年代に建設
された施設は、間もなく建て替え時期を迎えていきます。 

みんなで考える
未来の公共施設

第３回

　

市
税
な
ど
の
口
座
振
替
を
新
規

に
申
し
込
ん
だ
人
に
、
旭
市
イ
メ
ー

ジ
ア
ッ
プ
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー
「
あ
さ

ピ
ー
」
の
オ
リ
ジ
ナ
ル
Ｌ
Ｅ
Ｄ
ラ
イ

ト
付
き
ス
ト
ラ
ッ
プ
を
プ
レ
ゼ
ン
ト

し
て
い
ま
す
。
期
間
を
12
月
30
日
ま

で
延
長
し
ま
し
た
。
な
お
１
、０
０
０

人
に
達
し
た
時
点
で
終
了
し
ま
す
。

対
象
の
市
税
な
ど
／
市
県
民
税
、
固

定
資
産
税
、
軽
自
動
車
税
、
国
民
健

康
保
険
税
、
市
営
住
宅
使
用
料
、
水

道
料
金
、
保
育
料
、
農
業
集
落
排
水

処
理
施
設
使
用
料
、
下
水
道
使
用
料
、

下
水
道
受
益
者
負
担
金
、
介
護
保
険

料
、
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

申
し
込
み
方
法
／
●
口
座
振
替
依
頼

書
：
必
要
事
項
に
記
入
し
、
預
金
通

帳
、
通
帳
届
け
出
印
を
持
参
の
上
、

納
付
書
記
載
の
金
融
機
関
で
手
続
き

し
て
く
だ
さ
い
。
●
キ
ャ
ッ
シ
ュ

カ
ー
ド
：
本
人
名
義
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ

カ
ー
ド
と
身
分
証
明
書（
運
転
免
許

証
な
ど
）を
持
参
の
上
、
納
付
義
務

者
本
人
が
税
務
課
、
保
険
年
金
課
、

下
水
道
課
、
水
道
お
客
様
セ
ン
タ
ー

で
12
月
26
日

（金）
ま
で
に
手
続
き
し
て

く
だ
さ
い
。
な
お
市
営
住
宅
使
用
料
、

保
育
料
、
農
業
集
落
排
水
処
理
施
設

使
用
料
を
除
き
ま
す
。
金
融
機
関
に

よ
っ
て
は
取
り
扱
い
で
き
な
い
場
合

が
あ
り
ま
す
。

人口問題が公共施設整備に影響します

問
い
合
わ
せ
先

税
務
課
収
税
班

☎
62
‐
５
３
２
２

あさピーオリジ
ナルＬＥＤライト
付きストラップ

医療機関名 電話番号 医療機関名 電話番号

青葉クリニック 60-5005 滝郷診療所 55-3017

飯倉医院 63-1515 田辺病院 62-0016

樹クリニック 62-6878 冨岡クリニック 74-8081

嶋田医院 62-0219 浜医院 63-2331

髙木医院 62-0019

（別表）

（表）旭市の人口推移と将来予測

12
月
30
日
（火）
ま
で
期
間
を
延
長

市
税
な
ど
の
「
口
座
振
替
推
進
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」

　
国
民
健
康
保
険
特
定
健
康
診
査
と

後
期
高
齢
者
健
康
診
査
の
受
診
期
限

を
延
長
し
ま
す
。
ま
だ
受
診
が
済
ん

で
い
な
い
人
は
、
指
定
の
医
療
機
関

で
受
け
て
く
だ
さ
い
。

個
別
健
診

実
施
期
限
／
平
成
27
年
３
月
31
日

（火）

場
所
／
指
定
の
医
療
機
関（
別
表
）

受
付
時
間
／
各
医
療
機
関
の
診
療
時

間
内

健
診
項
目
／
問
診
、
身
体
計
測
、
診

察
、
血
圧
測
定
、
尿
検
査
、
血
液
検

査
、
腹
囲
測
定（
特
定
健
診
の
み
）

費
用
／
無
料

持
ち
物
／
受
診
票
、
被
保
険
者
証

注
意
事
項
／
●
新
規
に
受
診
を
希
望

す
る
75
歳
以
上
の
人
と
、
昨
年
度
に

人
間
ド
ッ
ク
を
受
け
た
人
は
、
申
し

込
み
が
必
要
で
す
。 

●
本
年
度
、

人
間
ド
ッ
ク
や
Ｊ
Ａ
健
診
を
受
け
る

人
は
、
内
容
が
重
複
す
る
の
で
受
け

ら
れ
ま
せ
ん
。

問
い
合
わ
せ
先

保
険
年
金
課
国
民
健
康
保
険
班

☎
62
‐
５
４
０
１

来
年
３
月
ま
で
受
診
期
間
を
延
長

「
国
民
健
康
保
険
特
定
健
康
診
査
」「
後
期
高
齢
者
健
康
診
査
」

0

1

2

3

4

5

6

7

8
（万人）

高齢者人口
（65歳以上）

6.1

7.1

6.1

5.2

  生産年齢人口
（15歳以上65歳未満）

  年少人口
（15歳未満）

S
40

S
45

S
50

S
55

S
60

H
2

H
7

H
12

H
17

H
22

H
27

H
32

H
37

H
42

H
47

H
52

将来予測
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40年間では、総額で1,035億円、年間平均で25.9億円
の整備費用が必要になることが分かりました。現在の支
出実績額の1.6倍にまで膨らみます。仮に、現在の支出
実績額の枠内でこれらの整備を実施しようとすると、建
物の総延床面積を４割以上削減しなければならないとい
う計算になります。
　今後、公共施設を取り巻く環境が大きく変化していく
中では、施設整備に掛かる費用負担を考えた施設の在り
方を、真剣に議論していかなければなりません。
行政改革推進課行政改革推進班(☎62-5345)

　市では毎年、公共施設の建物を改修、建て替えなどを
するため、年間平均で15.3億円の整備費用を掛けてい
ます。ところが、すでに半数近くの建物が建築後30年
以上を経過し、老朽化が進行していることから、保有す
る施設全ての改修や建て替えを実施していくと、今後

みんなで考える
未来の公共施設

第４回

　
海
上
産
業
ま
つ
り
を
開
催
し
ま
す
。

会
場
周
辺
は
大
変
混
み
合
い
ま
す
の

で
、
無
料
シ
ャ
ト
ル
バ
ス
を
利
用
し

て
く
だ
さ
い
。

日
時
／
11
月
23
日（
日
・
祝
）　
午
前

10
時
〜
午
後
２
時

※
荒
天
中
止

場
所
／
海
上
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
運
動
公

園内
容
／
●
旭
産
の
農
産
物
や
各
種
特

産
品
な
ど
の
販
売
・
Ｐ
Ｒ　
●
「
野

菜
宝
船
」
の
展
示
即
売　
●
椎
名
佐

千
子
歌
謡
シ
ョ
ー　
●
餅
投
げ

●
ス
テ
ー
ジ
イ
ベ
ン
ト

無
料
シ
ャ
ト
ル
バ
ス
／
旧
海
上
中
跡

地
と
旭
中
央
病
院
か
ら
運
行（
午
前

９
時
〜
午
後
３
時
、
約
20
分
間
隔
）。

※
く
わ
し
く
は
、
11
月
18
日

（火）
の
新

聞
折
り
込
み
チ
ラ
シ
で
。

公共施設整備に多額の費用が掛かってきます

P

海上コミュニティ
運動公園

●●
●

●

● ●

●

至
匝
瑳
市

至
銚
子
市

コ
ン
ビ
ニ嚶鳴小

旭警察署

鶴巻小

R126バイパス
旧海上中跡地

海上中 海上支所

GS遠藤建設

コンビニ
ホームセンター

旭中央病院

（高速バス乗り場付近）

●

●

●
P

バスのりば

案内図

バス発着駐車場 一般駐車場
バスルート

ＪＲ飯岡駅

P P

P

126

P

P

問
い
合
わ
せ
先

海
上
産
業
ま
つ
り
実
行
委
員
会

（
農
水
産
課
振
興
班
内
）

☎
68
‐
１
１
７
５

（表）公共施設の改修・建て替えに必要な費用

0
10
20
30
40
50
60

改修・建て替え費用
年度整備額平均（推計）
過去８年の支出実績平均

（億円） 総整備費（40年間）：1,035億円

年10億円増加
年間平均25.9億円の整備費が必要

実
り
の
秋
の
祭
典
第
２
弾
！　
11
月
23
日（
日
・
祝
）開
催

海
上
産
業
ま
つ
り
〜
ふ
る
さ
と
・
ふ
れ
あ
い
フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
ル
〜

い
ま
一
度
確
認
を
！　
避
難
情
報

　
市
で
は
、
災
害
時
に
「
避
難
準
備

情
報
」「
避
難
勧
告
」「
避
難
指
示
」
を

発
令
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

１
．
避
難
準
備
情
報

　
住
民
に
避
難
の
準
備
を
呼
び
掛
け

る
と
と
も
に
、
災
害
時
要
援
護
者
に

早
め
の
避
難
行
動
を
求
め
る
も
の
で

す
。
自
主
避
難
す
る
人
の
た
め
に
一

部
の
避
難
所
を
開
設
し
ま
す
。

２
．
避
難
勧
告

　
被
害
が
予
想
さ
れ
る
地
域
の
住
民

に
避
難
を
勧
め
る
も
の
で
す
。
市
が

指
定
し
た
避
難
場
所
に
避
難
を
開
始

し
て
く
だ
さ
い
。
逃
げ
る
い
と
ま
が

な
い
場
合
は
、
近
く
の
安
全
な
場
所

（
津
波
は
高
台
、
土
砂
災
害
は
自
宅

の
２
階
な
ど
）へ
。

３
．
避
難
指
示

　
住
民
に
、
避
難
勧
告
よ
り
も
強
く

避
難
を
求
め
る
も
の
で
す
。
避
難
勧

告
よ
り
も
急
を
要
す
る
場
合
や
、
人

的
被
害
が
出
る
危
険
性
が
非
常
に
高

ま
っ
た
場
合
に
発
令
し
ま
す
。
た
だ

ち
に
避
難
行
動
を
開
始
し
て
く
だ
さ

い
。

防
災
行
政
無
線
な
ど
を
使
っ
た
緊
急

情
報
の
試
験
放
送
を
行
い
ま
す

　
地
震
や
津
波
な
ど
の
災
害
時
に
、

全
国
瞬
時
警
報
シ
ス
テ
ム（
Ｊ
‐
Ａ

Ｌ
Ｅ
Ｒ
Ｔ
）か
ら
送
ら
れ
て
く
る
緊

急
情
報
を
、
確
実
に
皆
さ
ん
に
伝
え

る
た
め
の
伝
達
試
験
を
行
い
ま
す
。

日
時
／
11
月
28
日

（金）　
午
前
11
時
ご

ろ伝
達
方
法
／
防
災
行
政
無
線
、
防
災

メ
ー
ル（
登
録
制
）、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
、
ツ
イ
ッ
タ
ー
な
ど

問
い
合
わ
せ
先

総
務
課
地
域
安
全
班

☎
62
‐
５
３
１
１

未
整
備
分

Ｈ
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Ｈ
27

Ｈ
28

Ｈ
29

Ｈ
30

Ｈ
31

Ｈ
32

Ｈ
33

Ｈ
34

Ｈ
35

Ｈ
36

Ｈ
37

Ｈ
38

Ｈ
39

Ｈ
40

Ｈ
41

Ｈ
42

Ｈ
43

Ｈ
44

Ｈ
45

Ｈ
46

Ｈ
47

Ｈ
48

Ｈ
49

Ｈ
50

Ｈ
51

Ｈ
52

Ｈ
53

Ｈ
54

Ｈ
55

Ｈ
56

Ｈ
57

Ｈ
58

Ｈ
59

Ｈ
60

Ｈ
61

Ｈ
62

Ｈ
63

Ｈ
64

Ｈ
65

い
ざ
と
い
う
と
き
に
備
え
て
、
知
っ
て
お
き
た
い
防
災
情
報
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区　分 所得要件 自己負担限度額
Ａ

上位所得者
基礎控除後の所得が
600万円を超える

150,000円+（医療費が500,000円を超えた場合は、
その超えた分の１％）
※４回目以降は83,400円

Ｂ
一般所得者

基礎控除後の所得が
600万円以下

80,100円+（医療費が267,000円を超えた場合は、
その超えた分の１％）
※４回目以降は44,400円

Ｃ
低所得者 住民税非課税 35,400円

※４回目以降は24,600円

区　分 所得要件 自己負担限度額

ア 基礎控除後の所得が901万円
を超える

252,600円+（医療費が842,000円を超えた場合は、
その超えた分の１％）
※４回目以降は140,100円

イ 基礎控除後の所得が600万円
を超え901万円以下

167,400円+（医療費が558,000円を超えた場合は、
その超えた分の１％）
※４回目以降は93,000円

ウ 基礎控除後の所得が210万円
を超え600万円以下

80,100円+（医療費が267,000円を超えた場合は、
その超えた分の１％）
※４回目以降は44,400円

エ 基礎控除後の所得が210万円
以下

57,600円
※４回目以降は44,400円

オ 住民税非課税 35,400円
※４回目以降は24,600円

現行（12月31日まで）

平成27年１月１日から

　今号から、施設の用途別にその現状を紹介していきま
す。今回は公民館や集会施設を取り上げます。
　公民館や集会施設は、地域活動や学習・交流の場とし
て、市民に最も身近な施設です。市内には10か所設置（１
か所は利用停止）されています。施設の平均部屋稼働率
は、最も高くても市民会館の22％程度にとどまってい
ます（表１）。施設の維持管理や運営に掛かる費用を基に、
施設利用１回当たりの市の負担額を算出すると、施設を
１回利用するたびに、税金が利用者１人当たり約1,400
円投入される計算になります（表２）。また施設によって
市税投入額が大きく異なっていることも確認できます。
　今後、維持管理費などのさらなる効率化を進めるほか、
利用者負担と税負担の割合、今までどおり保有し続ける
のかなど、施設の在り方を検討していきます。

みんなで考える
未来の公共施設

第５回

　
高
額
療
養
費
制
度
と
は
、
１
か
月
の
医
療
費
の
自
己
負
担
額
が
一
定
の
額（
自
己
負
担
限
度
額
）を
超
え
て
高

額
に
な
っ
た
と
き
、
高
額
療
養
費
と
し
て
、
そ
の
超
え
た
分
が
国
民
健
康
保
険
か
ら
払
い
戻
さ
れ
る
制
度
で
す
。

　
平
成
27
年
１
月
か
ら
、
70
歳
未
満
の
人
の
自
己
負
担
限
度
額
が
左
表
の
と
お
り
変
更
に
な
り
ま
す
。

「
限
度
額
認
定
証
」
な
ど
の
申
請
を

　
医
療
費
が
高
額
に
な
る
と
見
込
ま

れ
る
場
合
は
、
限
度
額
認
定
証
な
ど

の
交
付
を
受
け（
要
件
あ
り
）、
医
療

機
関
に
提
示
す
る
と
、
支
払
い
が
自

己
負
担
限
度
額
ま
で
と
な
り
ま
す
。

　
70
歳
未
満
の
人
で
１
月
以
降
も
認

定
証
が
必
要
な
場
合
は
、
被
保
険
者

証
と
印
鑑
を
持
参
の
上
、
保
険
年
金

課
ま
た
は
各
支
所
の
窓
口
で
申
請
し

て
く
だ
さ
い
。

一
部
負
担
金
の
減
免
制
度

　
災
害
や
失
業
な
ど
特
別
な
事
由
に

該
当
し
、
収
入
が
生
活
保
護
基
準
以

下
な
ど
の
諸
条
件
を
満
た
す
場
合
は
、

一
部
負
担
金
の
減
免
、
徴
収
猶
予
の

申
請
が
で
き
ま
す
。

平
成
27
年
１
月
か
ら
変
わ
り
ま
す

高
額
療
養
費
の
自
己
負
担
限
度
額

公民館類似施設運営に掛かる費用と利用状況

問
い
合
わ
せ
先

保
険
年
金
課
国
民
健
康
保
険
班

☎
62
‐
５
３
３
１

行政改革推進課行政改革推進班(☎62-5345)

（表２）利用１回当たり市税投入額

市
民
会
館

（
図
書
館
除
く
）

第
二
市
民
会
館

（
旧
働
く
婦
人
の
家
）

青
年
の
家

海
上
公
民
館

い
い
お
か
ユ
ー
ト
ピ
ア

セ
ン
タ
ー

干
潟
公
民
館

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー

ふ
れ
あ
い
セ
ン
タ
ー

萬
歳
地
区
多
目
的
研
修

セ
ン
タ
ー

農
村
環
境
改
善
セ
ン
タ
ー

（
利
用
停
止
）

（表１）利用者数と部屋稼働率

市
民
会
館

（
図
書
館
除
く
）

第
二
市
民
会
館

（
旧
働
く
婦
人
の
家
）

青
年
の
家

海
上
公
民
館

い
い
お
か
ユ
ー
ト
ピ
ア

セ
ン
タ
ー

干
潟
公
民
館

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー

ふ
れ
あ
い
セ
ン
タ
ー

萬
歳
地
区
多
目
的
研
修

セ
ン
タ
ー

農
村
環
境
改
善
セ
ン
タ
ー

（
利
用
停
止
）

年間利用者数
平均部屋稼働率

（万人） （稼働率％）

0
　
2
　
4
　
6
　
8

（円／人・回）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

0

10

20

30

4010施設の利用者数の合計
174,178人／年

年間利用者数
平均部屋稼働率

（万人） （稼働率％）

0
　
2
　
4
　
6
　
8

（円／人・回）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

0

10

20

30

4010施設の利用者数の合計
174,178人／年

全体の平均値：1,388円／人・回

※表１・２とも、平成19～24年度の平均（平成23年度を除く）。
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126

122

210

30

35
５ｋｍ
折り返し

ハーフ
折り返し①

ハーフ
折り返し②

P

いいおかユートピアセンター２km親子
 折り返し３ｋｍ

折り返し １０ｋｍ
 折り返し②

１０ｋｍ
 折り返し①

の維持管理や運営に掛かる費用を基に、施設利用１回当
たりの市の負担額を算出すると、施設を１回利用するた
びに、税金が利用者１人当たり約760円投入される計算
になります（表２）。また施設によって市税投入額が異
なっていることも確認できます。
　今後、維持管理費などのさらなる効率化を進めるほか、
利用者負担と税負担の割合、今までどおり保有し続ける
のかなど、施設の在り方を検討していきます。

　市内には、心身の健全な発達や健康維持などのため、
体育館、野球場、庭球場などさまざまなスポーツに対応
した施設が設置されています。今回は体育館の現状を紹
介します。
　市民が自由に利用することのできる専用体育館は、市
内に４つ設置されていますが、これらのほかに全ての小
中学校の体育館が、学校時間外に地域のスポーツ団体な
どに解放されています。学校体育館を含めれば、屋内ス
ポーツに利用できる体育館が24か所存在していること
になります。専用体育館の年間利用者数を比較すると、
最も多いのは総合体育館の108千人、最も少ないのは飯
岡体育館の5.4千人と、20倍以上の開きがあります。ま
た学校体育館の地域開放での１校当たり平均利用者数
は、5.5千人となっています（表１）。４つの専用体育館

みんなで考える
未来の公共施設

第６回

スポーツ施設運営に掛かる費用と利用状況①

行政改革推進課行政改革推進班(☎62-5345)

マラソンコース

第26回

旭市飯岡しおさいマラソン大会
～勇気・元気・復興への道～

沿道から熱いエールを送ろう

２月1日日
スタート・ゴール
いいおかユートピアセンター

※雨天決行

　
市
内
外
か
ら
約
４
、０
０
０
人
の

ラ
ン
ナ
ー
が
参
加
す
る
こ
の
大
会
。

沿
道
か
ら
の
熱
い
エ
ー
ル
が
、
ラ
ン

ナ
ー
た
ち
を
後
押
し
し
ま
す
。

各
種
目
の
ス
タ
ー
ト
時
間

ハ
ー
フ
の
部
／
午
前
９
時
10
分

３
㎞
・
５
㎞
の
部
／
午
前
９
時
25
分

10
㎞
の
部
／
午
前
11
時
20
分

２
㎞
の
部（
親
子
）／
午
前
11
時
25
分

交
通
規
制
に
協
力
を

　
当
日
は
、
選
手
の
走
路
確
保
と
交

通
事
故
防
止
の
た
め
、
コ
ー
ス
内
は

時
間
に
よ
り
全
面
通
行
止
め
と
な
り

ま
す
。

区
間
／
県
道
飯
岡
一
宮
線

時
間
／
午
前
９
時
〜
午
後
０
時
30
分

※
会
場
周
辺
に
は
一
般
駐
車
場
が
あ

り
ま
せ
ん
。
旧
海
上
中
グ
ラ
ウ
ン

ド
を
市
内
参
加
者
駐
車
場
と
し
、

シ
ャ
ト
ル
バ
ス
を
運
行
し
ま
す
。

※
当
日
は
、
飯
岡
地
域
の
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
バ
ス
が
運
休
と
な
り
ま
す
。

ま
た
コ
ー
ス
に
当
た
る
、
旭
地
域

左
回
り
第
２
便
「
井
戸
野
浜
」
か

ら
「
足
川
」
間
は
、
迂う

回か
い

ル
ー
ト

に
よ
る
運
行
と
な
り
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先

旭
市
飯
岡
し
お
さ
い
マ
ラ
ソ
ン
大

会
実
行
委
員
会
事
務
局（
体
育
振

興
課
体
育
振
興
班
内
）

☎
64
‐
１
１
３
２

（表１）施設年間利用者数 （表２）利用１回当たり市税投入額

※表１・２とも、平成19～24年度の平均（平成23年度を除く）。
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青
年
の
家
体
育
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海
上
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ャ
ン
プ
場
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育
館

飯
岡
体
育
館

学
校
体
育
館
地
域
開
放

（
１
校
当
た
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平
均
）

総
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館

青
年
の
家
体
育
館

海
上
キ
ャ
ン
プ
場
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館

飯
岡
体
育
館

平均：761円／人・回
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が異なっていることも確認できます。
　これらの施設には、利用者数や市の負担額に大きな差
異が生じていることから、維持管理費などのさらなる効
率化を進めるほか、今までどおり保有し続けるのかなど、
施設の在り方を検討していきます。

　今回は、屋外スポーツの場として多くの市民に利用さ
れている野球場と庭球場の現状を紹介します。
　市内には専用野球場が５か所、庭球場が４か所（コー
ト14面）設置されています。それぞれの年間利用者数を
比較すると、野球場で最も多いのは旭スポーツの森公園
野球場の11千人、最も少ないのは干潟さくら台野球場
の3.6千人と、３倍以上の開きがあります。庭球場で最
も多いのは、旭スポーツの森公園庭球場の18千人、最
も少ないのは干潟さくら台庭球場の0.3千人と、コート
１面当たりで比較すると約20倍の開きがあります。
　施設の維持管理や運営に掛かる費用を基に、施設利用
１回当たりの市の負担額を算出すると、利用者１人当た
り野球場では約720円、庭球場では約350円の税金が投
入される計算になります。また施設によって市税投入額

みんなで考える
未来の公共施設

第７回

スポーツ施設運営に掛かる費用と利用状況②

行政改革推進課行政改革推進班(☎62-5345)

乳
幼
児
紙
お
む
つ
購
入
券

　
１
歳
ま
で
の
乳
幼
児
を
養
育
し
て

い
る
人
に
、
子
ど
も
１
人
当
た
り
月

額
３
、０
０
０
円
分
の
紙
お
む
つ
購

入
券
を
支
給
し
ま
す
。

　
市
内
の
指
定
取
扱
店
で
、
紙
お
む

つ
を
購
入
す
る
際
の
代
金
の
一
部
と

し
て
利
用
で
き
ま
す
。

出
産
祝
金

　
１
年
以
上
市
内
に
住
民
登
録
が
あ

り
、
現
に
居
住
し
て
い
る
人
で
２
子

以
上
を
養
育
し
、
第
３
子
以
上
を
出

産
し
て
養
育
す
る
父
母
に
20
万
円
を

支
給
し
ま
す
。

　
市
税
や
保
育
料
に
滞
納
が
あ
る
場

合
は
支
給
さ
れ
ま
せ
ん
。

子
ど
も
医
療
費
助
成

　
中
学
校
３
年
生
ま
で
の
子
ど
も
に

掛
か
る
医
療
費
の
、
全
額
ま
た
は
一

部
を
助
成
。
保
険
診
療
で
の
通
院
・

入
院
・
調
剤
の
自
己
負
担
額
が
、
無

料
ま
た
は
通
院
で
１
回
３
０
０
円
、

入
院
で
１
日
３
０
０
円
と
な
り
ま
す
。

こ
の
う
ち
、
小
学
校
４
年
生
か
ら
中

学
校
３
年
生
ま
で
の
通
院
は
、
市
単

独
の
支
援
と
し
て
助
成
し
て
い
ま
す
。

保
育
所
保
育
料
第
３
子
以
降

無
料
化

　
18
歳
ま
で
の
子
ど
も
が
３
人
以
上

い
る
世
帯
の
、
第
３
子
以
降
の
保
育

所
保
育
料
を
無
料
と
し
て
い
ま
す
。

私
立
幼
稚
園
第
３
子
以
降
就

園
補
助
金

　
18
歳
ま
で
の
子
ど
も
が
３
人
以
上

い
る
世
帯
の
、
第
３
子
以
降
の
幼
稚

園
の
入
園
料
、
保
育
料
、
給
食
費
を

全
額
補
助
し
て
い
ま
す
。

つ
ど
い
の
広
場
ハ
ニ
カ
ム

　
市
役
所
南
分
館
２
階
に
設
置
。
乳

幼
児
を
持
つ
保
護
者
た
ち
が
気
軽
に

集
い
、
子
育
て
に
関
す
る
不
安
な
ど

を
語
り
合
っ
た
り
相
談
し
た
り
で
き

る
ほ
か
、
乳
幼
児
の
遊
び
場
を
提
供

し
て
い
ま
す
。
子
育
て
に
つ
い
て
一

緒
に
考
え
る
「
子
育
て
ア
ド
バ
イ

ザ
ー
」
も
常
駐
。

申
し
込
み
・
問
い
合
わ
せ
先

子
育
て
支
援
課
子
育
て
支
援
班

☎
62
‐
８
０
１
２

庶
務
課
庶
務
班（
私
立
幼
稚
園
第

３
子
以
降
就
園
補
助
金
）

☎
55
‐
５
７
２
１

　
市
で
は
、
子
育
て
世
帯
の
皆
さ
ん
が
、
子
ど
も
を
産
み
育
て
や
す
い

環
境
で
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
よ
う
、
子
育
て
支
援
体
制
や
保
育
サ
ー

ビ
ス
な
ど
の
充
実
を
図
っ
て
い
ま
す
。

　
今
回
、
市
独
自
の
主
な
子
育
て
支
援
サ
ー
ビ
ス
を
紹
介
し
ま
す
。
な

お
サ
ー
ビ
ス
に
よ
っ
て
は
、
事
前
の
手
続
き
が
必
要
で
す
。
気
軽
に
相

談
し
て
く
だ
さ
い
。

●
●
●
●
●
●
●
●
●

利用者数と利用１回当たり市税投入額

※平成19～24年度の平均（平成23年度を除く）。

0

0.5

1.0

1.5

2.0

0

400

800

1,200

1,600
年間利用者数
利用１回当たり市税投入額

野　球　場 庭　球　場

（万人） （円／人・回）

子
育
て
支
援
サ
ー
ビ
ス

子
育
て
世
帯
を
応
援
！

旭
ス
ポ
ー
ツ
の
森
公
園

野
球
場

海
上
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

運
動
公
園
野
球
場

海
上
野
球
場

飯
岡
野
球
場

干
潟
さ
く
ら
台
野
球
場

旭
ス
ポ
ー
ツ
の
森
公
園

庭
球
場（
６
面
）

旭
文
化
の
杜
公
園

庭
球
場（
３
面
）

飯
岡
庭
球
場（
３
面
）

干
潟
さ
く
ら
台

庭
球
場（
２
面
）
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担割合が高くなる傾向があります。公立保育所全体で児
童１人当たりに投入される税金を算出すると、おおむね
年間60万円となります。
　今後、今まで以上に効率的な運営に努めるとともに、
児童の育成に好ましい環境整備や保護者が安心して預け
ることのできる施設として、保育所の在り方を検討して
いく必要があります。

　市内には、13の公立保育所（干潟保育所は民間運営）
が設置されています。このうち、いいおか保育所は飯岡
地域の3つの保育所を統廃合し、昨年4月から新たに運
営を開始した施設です。
　公立保育所の入所児童数の推移を見ると、平成17年
の1,311人から26年の1,168人（各年10月1日現在）へ
と、少子化の影響により年々減少傾向にあります。また
施設ごとの入所児童数と定員に対する入所率を比較する
と、入所児童数が最も多いのは中央第一保育所の153人、
最も少ないのは海上保育所の45人、入所率の最も高い
のは干潟保育所といいおか保育所の116％、最も低いの
は日の出保育所の64％となっています。
　保育所の運営は、保護者からの保育料と市の負担によ
り賄われていますが、小規模で入所率が低いほど市の負

みんなで考える
未来の公共施設

第８回

保育所の現状

行政改革推進課行政改革推進班(☎62-5345)

県
が
推
進
す
る
施
策

●
子
ど
も
へ
の
、
動
物
の
愛
護
と
正

し
い
取
り
扱
い
の
普
及
啓
発
に
関

す
る
援
助
。

●
所
有
者
を
明
示
す
る
マ
イ
ク
ロ

チ
ッ
プ
の
装
着
に
関
す
る
普
及
啓

発
。

●
殺
処
分
が
な
く
な
る
こ
と
を
目
指

す
取
り
組
み（
引
き
取
り
・
捕
獲

数
の
減
少
、
返
還
・
譲
渡
の
促

進
）。

●
災
害
時
の
被
災
動
物
を
救
護
す
る

体
制
の
整
備
。

動
物
は
適
正
に
飼
い
ま
し
ょ
う

　
動
物
を
飼
お
う
と
す
る
人
や
飼
い

主
は
、
次
の
こ
と
に
注
意
し
て
飼
い

ま
し
ょ
う
。

●
動
物
の
習
性
や
周
辺
の
生
活
環
境

へ
の
影
響
な
ど
を
考
慮
し
、
終
生

飼
え
る
か
の
判
断
を
慎
重
に
行
う
。

●
動
物
の
健
康
状
態
に
配
慮
し
、
飼

育
施
設
を
清
潔
に
保
つ
な
ど
、
周

辺
住
民
に
迷
惑
を
掛
け
な
い
よ
う

に
す
る
。

●
災
害
時
に
備
え
て
、
一
緒
に
避
難

を
す
る
た
め
の
準
備
を
す
る
。

●
犬
は
ロ
ー
プ
な
ど
で
つ
な
ぐ
か
、

囲
い
の
中
で
飼
い
、
散
歩
の
際
の

ふ
ん
は
持
ち
帰
り
、
処
理
す
る
。

●
交
通
事
故
や
病
気
か
ら
守
る
た
め
、

猫
は
屋
内
で
飼
う
よ
う
努
め
る
。

●
動
物
が
人
に
危
害
を
加
え
な
い
よ

う
、
適
切
な
措
置
を
取
る
。

飼
い
主
な
ど
へ
の
規
制

　
次
の
規
制
に
違
反
す
る
と
、
罰
金

な
ど
が
科
せ
ら
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま

す
。

●
犬
ま
た
は
猫
を
合
わ
せ
て
10
頭
以

上
飼
う
場
合
は
、
保
健
所
に
届
け

出
を
す
る
こ
と
。

●
特
定
動
物（
ニ
ホ
ン
ザ
ル
、
ワ
ニ

ガ
メ
な
ど
）が
逃
げ
た
場
合
は
、

保
健
所
に
通
報
す
る
こ
と
。

●
特
定
動
物
が
人
に
危
害
を
加
え
た

場
合
は
、
保
健
所
に
届
け
出
る
こ

と
。

●
犬
が
人
を
か
ん
だ
と
き
は
、
保
健

所
に
届
け
出
し
、
か
ん
だ
犬
に
狂

犬
病
の
疑
い
が
な
い
か
、
獣
医
師

の
検
診
を
受
け
さ
せ
る
こ
と
。

　
動
物
に
起
因
す
る
ト
ラ
ブ
ル
の
発
生
に
加
え
、
多
く
の
犬
や
猫
が
県
に
引

き
取
ら
れ
、
殺
処
分
さ
れ
て
い
る
現
状
か
ら
、
県
で
は
新
た
な
条
例
を
施
行
。

　
県
民
の
動
物
愛
護
の
精
神
を
醸
成
し
、
動
物
の
適
正
な
管
理
の
普
及
を
推

進
す
る
こ
と
で
、
人
と
動
物
が
共
生
す
る
社
会
の
実
現
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先

県
健
康
福
祉
部
衛
生
指
導
課

☎
０
４
３
‐
２
２
３
‐
２
６
４
２

海
匝
健
康
福
祉
セ
ン
タ
ー（
海
匝

保
健
所
）

☎
０
４
７
９
‐
22
‐
０
２
０
６

県
動
物
愛
護
セ
ン
タ
ー

☎
０
４
７
６
‐
93
‐
５
７
１
１

※平成26年10月1日現在

0
20
40
60
80
100
120
140
160

40
50
60
70
80
90
100
110
120

（児童数：人） （入所率：％）

入所児童数
平均入所児童数

入所率

動
物
と
共
に
生
き
る
社
会
の

実
現
を
図
る 「

千
葉
県
動
物
の
愛
護
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
」

中
央
第
一

中
央
第
二

中
央
第
三

干
潟

日
の
出

と
み
う
ら

ゆ
た
か

共
和

池
の
端

海
上

い
い
お
か

ま
ん
ざ
い

古
城

４
月
１
日
（水）
か
ら
施
行

公立保育所の児童数と入所率
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　これからは、将来の児童数の減少を予測しながら、良
好な学習環境の構築に向けた学校規模や施設整備の検討
を進め、将来のあるべき姿を真剣に考えていく必要があ
ります。
　小学校は、教育活動の場だけでなく非常時の防災拠点
など、市の重要な機能を担っています。今後、施設の多
機能化や周辺施設機能の集約化・複合化など、柔軟な活
用方法の考え方も求められます。

　今回は小学校の現状を紹介します。
　市内には15の小学校が設置されています。過去から
の市内児童数の推移を見ると、昭和57年の6,213人か
ら平成26年の3,475人（各年５月１日現在）へと、少子
化の影響により４割以上減少していることが確認できま
す。連載第３回で紹介した今後の人口推計の減少割合を
当てはめれば、平成52年には2,100人程度と、現在か
らさらに４割近く減少していくことが予想されます。
　学校施設は、教室棟、特別教室棟、屋内運動場など多
くの建物群で構成され、市の公共施設全体の５割を占め、
それぞれの学校を大型公共施設として捉えることができ
ます。現在の校舎は、昭和50年代に集中して整備され
たものが多く、近い将来にはその建て替えや大規模改修
といった工事の必要性が生じてきます。　　

みんなで考える
未来の公共施設

第９回

小学校の現状

行政改革推進課行政改革推進班(☎62-5345)

改
革
の
三
つ
の
重
点
戦
略

１　
人
と
組
織
の
育
成
戦
略

新
た
な
価
値
を
創
造
し
、
市
民
本
位

の
視
点
に
立
っ
た
行
政
経
営
の
実
現

　
多
様
化
・
高
度
化
す
る
市
民
ニ
ー

ズ
に
応
え
る
た
め
、
新
し
い
発
想
や

経
営
的
感
覚
を
持
っ
た
職
員
を
育
成

し
、
効
率
的
か
つ
柔
軟
な
組
織
体
制

を
構
築
し
て
い
く
こ
と
で
、
行
政

サ
ー
ビ
ス
の
質
を
高
め
、
市
民
の
満

足
度
を
向
上
さ
せ
る
行
政
経
営
へ
の

改
革
を
目
指
し
ま
す
。

　
ま
た
市
民
に
対
し
、
情
報
の
提
供

を
積
極
的
に
行
い
、
市
民
と
行
政
が

情
報
を
共
有
す
る
こ
と
で
、
良
好
な

信
頼
関
係
の
構
築
に
努
め
ま
す
。

２　
自
立
の
た
め
の
財
政
戦
略

持
続
可
能
で
弾
力
的
な
財
政
構
造
の

確
立
と
財
政
基
盤
の
強き

ょ
う
じ
ん靱
化

　
予
想
さ
れ
る
将
来
の
厳
し
い
財
政

状
況
下
に
お
い
て
も
、
行
政
サ
ー
ビ

ス
を
低
下
さ
せ
る
こ
と
の
な
い
、
し

な
や
か
な
財
政
構
造
を
確
立
す
る
と

と
も
に
、
い
か
な
る
事
態
が
発
生
し

よ
う
と
も
揺
ら
ぐ
こ
と
の
な
い
強
い

財
政
基
盤
を
目
指
し
ま
す
。

　
ま
た
将
来
に
お
い
て
も
安
定
し
た

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
、

継
続
し
た
改
革
と
安
定
し
た
歳
入
の

確
保
、
歳
出
の
節
減
に
努
め
ま
す
。

３　
効
率
的
な
資
産
戦
略

資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体
制
の
確
立

　
市
の
保
有
す
る
道
路
、
橋

き
ょ
う
り
ょ
う
梁
な
ど

の
社
会
基
盤
施
設
や
、
庁
舎
な
ど
公

共
施
設
の
将
来
に
お
け
る
維
持
管
理

費
や
更
新
費
を
抑
制
・
平
準
化
す
る

た
め
、
長
期
的
視
点
を
持
っ
て
予
防

保
全
な
ど
に
よ
る
長
寿
命
化
・
安
全

確
保
に
取
り
組
み
ま
す
。

　
ま
た
地
域
の
実
情
に
合
わ
せ
た
ま

ち
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
、
市
全
体

の
資
産
の
在
り
方
を
経
営
的
・
戦
略

的
に
検
討
す
る
体
制
を
確
立
し
、
資

産
の
質
を
確
保
し
つ
つ
、
最
適
な
量

と
配
置
の
実
現
を
目
指
し
ま
す
。

公
表
し
て
い
ま
す

　
第
３
次
旭
市
行
政
改
革
ア
ク
シ
ョ

ン
プ
ラ
ン
の
く
わ
し
い
内
容
と
、
本

計
画
策
定
に
当
た
り
受
け
付
け
し
た

意
見
の
概
要
、
有
識
者
や
市
民
で
構

成
す
る
旭
市
行
政
改
革
推
進
委
員
会

か
ら
の
提
言
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

で
公
表
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
本
計
画
は
、
市
役
所
本
庁
情

報
公
開
コ
ー
ナ
ー
や
各
支
所
住
民
室
、

各
保
健
セ
ン
タ
ー
、
市
図
書
館
、
各

公
民
館
図
書
室
、
総
合
体
育
館
で
も

見
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
市
で
は
、
行
政
改
革
の
基
本
的
な
考
え
方
や
取
り
組
み
内
容
な
ど
を
ま

と
め
た
、
第
３
次
旭
市
行
政
改
革
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
を
策
定
し
ま
し
た
。

　
本
計
画
に
よ
り
、
平
成
27
年
度
か
ら
33
年
度
ま
で
の
７
年
間
を
推
進
期

間
と
し
て
集
中
的
に
改
革
に
取
り
組
み
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先

行
政
改
革
推
進
課
行
政
改
革
推
進

班

☎
62
‐
５
３
４
５

※各年５月１日現在

「
第
３
次
旭
市
行
政
改
革
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
」

を
策
定

未
来
へ
続
く
旭
市
の
た
め
に

市内児童数の推移

2
3
4
5
6
7
8

（千人）

Ｓ
41

Ｓ
45

Ｓ
49

Ｓ
53

Ｓ
57

Ｓ
61

Ｈ
２

Ｈ
６

Ｈ
10

Ｈ
14

Ｈ
18

Ｈ
22

Ｈ
26

S41：7,272人
S57：6,213人

H26：3,475人
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た施設の改修工事などにより、施設の長寿命化を推進し
ていく予定です。
　今後生徒数が減少していく中で、質の高い学習環境や
多様な課外活動の場を良好に提供していくためには、施
設整備とともに適正規模の検討も必要になります。周辺
公共施設との連携や施設機能の集約化・複合化など、柔
軟な活用方法の考え方をもって、将来のあるべき姿を考
えていく必要があります。

　今回は中学校の現状を紹介します。
　市内には５つの中学校が設置されています。過去から
の市内生徒数の推移を見ると、昭和62年の3,274人か
ら平成26年の1,843人（各年５月１日現在）へと、少子
化の影響により４割以上減少していることが確認できま
す。連載第３回で紹介した今後の人口推計の減少割合を
当てはめれば、平成52年には1,100人程度と、現在か
らさらに４割近く減少していくことが予想されます。
　中学校では、課外活動として部活動などが活発化しま
すが、生徒数が大きく減っていくことで、活動できる部
活数に制約が出てくることも懸念されます。
　学校施設は、飯岡中学校の移転改築工事の完成によっ
て、全ての学校施設の耐震性が確保されます。今後は、
さらなる安全性の確保に向けた対策や、老朽化の進行し

みんなで考える
未来の公共施設

第10回

中学校の現状

行政改革推進課行政改革推進班(☎62-5345)

情
報
公
開
制
度
と
は

　
公
正
で
透
明
な
開
か
れ
た
市
政
運

営
の
た
め
に
、
市
が
保
有
す
る
情
報

の
提
供
、
公
表
、
開
示
の
請
求
な
ど

に
つ
い
て
定
め
た
も
の
で
す
。

　
市
民
の
皆
さ
ん
は
「
旭
市
情
報
公

開
条
例
」
に
基
づ
き
、
市
が
保
有
す

る
各
種
情
報
の
開
示
を
請
求
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

〈
平
成
26
年
度
の
運
用
状
況
〉

開
示
請
求
件
数
／
15
件

う
ち
開
示
件
数
／
４
件

部
分
開
示
件
数
／
７
件

不
開
示
件
数
／
４
件

個
人
情
報
保
護
制
度
と
は

　
個
人
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
を
守
る
た

め
、
市
が
保
有
す
る
個
人
情
報
の
適

正
な
取
り
扱
い
を
確
保
し
、
開
示
請

求
の
権
利
な
ど
を
保
証
す
る
制
度
で

す
。

　
市
民
の
皆
さ
ん
は
「
旭
市
個
人
情

報
保
護
条
例
」
に
基
づ
き
、
市
が
保

有
す
る
自
身
の
個
人
情
報
に
つ
い
て

開
示
、
誤
っ
て
い
る
場
合
な
ど
の
訂

正
や
削
除
、
使
用
の
中
止
を
請
求
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

〈
平
成
26
年
度
の
運
用
状
況
〉

開
示
請
求
件
数
／
88
件

う
ち
開
示
件
数
／
87
件

不
開
示
件
数
／
１
件

審
議
会
な
ど
の
会
議
の
公
開

　
情
報
公
開
を
い
っ
そ
う
進
め
る
た

め
、
市
民
の
皆
さ
ん
が
会
議
を
傍
聴

で
き
る
「
審
議
会
等
の
会
議
の
公
開

制
度
」
も
設
け
て
い
ま
す
。

　
傍
聴
で
き
る
会
議
は
、
開
催
の
１

週
間
前
ま
で
に
、
市
役
所
本
庁
１
階

の
情
報
公
開
コ
ー
ナ
ー
で
公
表
し
て

い
ま
す
。

　
市
で
は
、
市
政
の
情
報
公
開
の
推
進
と
個
人
情
報
の
保
護
を
図
る
た
め

「
情
報
公
開
制
度
」
と
「
個
人
情
報
保
護
制
度
」
を
設
け
て
い
ま
す
。

　
こ
こ
で
は
、
平
成
26
年
度
に
お
け
る
制
度
の
運
用
状
況
を
公
表
す
る
と

と
も
に
、
市
民
の
皆
さ
ん
に
制
度
を
理
解
し
活
用
し
て
も
ら
う
た
め
、
そ

の
概
要
を
紹
介
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先

総
務
課
庶
務
行
政
班

☎
62
‐
５
３
１
０

※各年５月１日現在

情
報
公
開
・
個
人
情
報
保
護
制
度
の

運
用
状
況
と
概
要

よ
り
開
か
れ
た
市
政
の
実
現
へ

市内生徒数の推移
（千人）

1

2

3

4

5

Ｓ
41

Ｓ
45

Ｓ
49

Ｓ
53

Ｓ
57

Ｓ
61

Ｈ
２

Ｈ
６

Ｈ
10

Ｈ
14

Ｈ
18

Ｈ
22

Ｈ
26

S41：4,432人

S62：3,274人

H26：1,843人

１ 開示請求などの窓口
　情報を保有する課、または総務
課で受け付けます。
※ 請求書は、市ホームページから
もダウンロードできます。

２ 開示・不開示などの決定
　請求のあった日から15日以内
に、開示・不開示などを決定し、
請求者に通知します。

３ 開示などの実施
 　担当課で行います。決定通知書
と、本人確認ができる書類が必要
です。

情報開示などの請求の流れ
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りません。
　また公共施設は建物だけではありません。道路や橋、
上水道などのインフラ施設も、重要なものなのではない
でしょうか。これらインフラ施設も年を経るごとに老朽
化していきます。これから迎える厳しい財政状況下では、
今までと同様の工事費用を確保することができなくなり
ます。
　どうすればこれら公共施設を問題なく引き継ぐことが
できるのか。今後は行政と市民がこれから迎える将来の
姿に、真剣に向き合って活発に議論していく必要があり
ます。
　市では、これからの公共施設整備の目指すべき方向性
を示す「公共施設等総合管理計画」の策定作業を進めてい
ます。この計画の策定に当たっては、しっかりと将来へ
の道筋を立てていきたいと考えています。
　市が実施している「まちづくり出前講座」を活用するな
どして、未来の公共施設について一緒に考えてみません
か。そして皆さんの意見を届けてください。

　本連載は、これまで10回にわたり公共施設の現状や
将来の予測などを紹介してきました。皆さんはこれまで
紹介した内容についてどのように感じましたか。最終回
となる今回は、この連載のまとめやこれからの予定など
を説明していきます。
　これからの公共施設の修繕や建て替えといった整備で
は、しっかりと将来を見据え施設の質の確保や適正な規
模、数、配置などに配慮しながら進めていく必要があり
ます。
　現在保有している施設の質は良好なのか、量は適正な
のか、今一度思い浮かべてください。将来、現在の公共
施設を同じだけ保有していくことは、非常に困難である
と予測されています。そのような中でも必要性の高い公
共施設は、きちんと次世代に引き継いでいかなければな

みんなで考える
未来の公共施設

第11回

多様な公共施設と今後の対応方法

行政改革推進課行政改革推進班(☎62-5345)

給与支払報告書の提出

特別徴収税額通知

特別徴収税額通知

毎月の給与から
特別徴収

市県民税の納入

①１月31日まで

②５月31日まで

③５月31日まで

④ ６月から翌年５
月まで⑤翌月10日まで

特別徴収の仕組み

市
町
村

事
業
主

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

従
業
員
な
ど

（
納
税
義
務
者
）

問
い
合
わ
せ
先

●
特
別
徴
収
制
度
の
概
要

県
総
務
部
税
務
課

☎
０
４
３
‐
２
２
３
‐
３
０
９
８

県
総
務
部
市
町
村
課

☎
０
４
３
‐
２
２
３
‐
２
１
３
３

●
特
別
徴
収
制
度
の
手
続
き

市
税
務
課
課
税
班☎

62
‐
５
３
２
１

個
人
市
県
民
税
の
特
別
徴
収

平
成
28
年
度
か
ら
徹
底
し
ま
す

特
別
徴
収
と
は

　
給
与
支
払
者
が
従
業
員（
役
員
、

パ
ー
ト
、
ア
ル
バ
イ
ト
な
ど
を
含

む
）に
支
払
う
毎
月
の
給
与
か
ら
個

人
市
県
民
税
を
天
引
き
し
、
従
業
員

の
居
住
す
る
市
町
村
に
納
入
す
る
制

度
で
す
。

特
別
徴
収
の
例
外
　

　
従
業
員
数
が
２
人
以
下
の
事
業
所

や
、
従
業
員
が
次
に
該
当
す
る
場
合

な
ど
は
「
普
通
徴
収
切
替
理
由
書
」

を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
、
特
別
徴

収
に
よ
ら
な
い
こ
と（
普
通
徴
収
）が

認
め
ら
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

●
ほ
か
か
ら
支
給
さ
れ
て
い
る
給
与

か
ら
特
別
徴
収
さ
れ
て
い
る
人

●
毎
月
の
給
与
が
少
な
く
特
別
徴
収

し
き
れ
な
い
人

●
給
与
が
毎
月
支
払
わ
れ
て
い
な
い

人
●
専
従
者
給
与
を
支
給
さ
れ
て
い
る

人
●
退
職
者
ま
た
は
給
与
支
払
報
告
書

を
提
出
し
た
年
の
５
月
31
日
ま
で

の
退
職
予
定
者

納
期
の
特
例

　
給
与
の
支
払
い
を
す
る
従
業
員
が

常
時
10
人
未
満
の
事
業
者
に
限
り
、

従
業
員
が
居
住
し
て
い
る
市
町
村
に

申
請
し
承
認
を
受
け
た
場
合
に
、
年

12
回
の
納
期
を
12
月
と
翌
年
６
月
の

２
回
に
分
け
て
市
県
民
税
を
納
入
で

き
る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

　
千
葉
県
と
県
内
市
町
村
で
は
、
平
成
28
年
度
か
ら
法
令
順
守
や
納
税

者
の
利
便
性
向
上
、
滞
納
発
生
の
抑
制
の
た
め
、
個
人
市
県
民
税
の
特

別
徴
収
に
よ
る
納
入
を
徹
底
し
ま
す
。

　
給
与
支
払
者
の
皆
さ
ん
は
、
従
業
員
へ
の
周
知
や
特
別
徴
収
の
手
続

き
を
忘
れ
ず
に
行
い
ま
し
ょ
う
。
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